
（（（（仮称仮称仮称仮称））））箕面市財政運営基本条例箕面市財政運営基本条例箕面市財政運営基本条例箕面市財政運営基本条例のののの概要概要概要概要

目的目的目的目的

基本理念基本理念基本理念基本理念

将来の世代に負担を先送りしません

世代間の公平な負担を基本とし、
市民の受益と負担の均衡を図ります

中長期的な見通しを持ちます

予測しがたい情勢の変化に対応
します

市民の市政への関心・理解を深
め、信頼を向上させます

規律の確保 計画性の確保 透明性の確保
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平成平成平成平成24242424年度決算で平成年度決算で平成年度決算で平成年度決算で平成14141414年度以来年度以来年度以来年度以来10101010年ぶりに、経常収支比率（特例債を除く）年ぶりに、経常収支比率（特例債を除く）年ぶりに、経常収支比率（特例債を除く）年ぶりに、経常収支比率（特例債を除く）100%100%100%100%以下の完全以下の完全以下の完全以下の完全
収支均衡を達成しました。また、平成収支均衡を達成しました。また、平成収支均衡を達成しました。また、平成収支均衡を達成しました。また、平成26262626年度当初予算で、平成年度当初予算で、平成年度当初予算で、平成年度当初予算で、平成13131313年度以来年度以来年度以来年度以来13131313年ぶりに完全収支均年ぶりに完全収支均年ぶりに完全収支均年ぶりに完全収支均
衡を達成するべく、当初予算編成を行っています。衡を達成するべく、当初予算編成を行っています。衡を達成するべく、当初予算編成を行っています。衡を達成するべく、当初予算編成を行っています。
これまでの改革の成果を維持し、財政規律を高いレベルで堅持するため、自らを律するルールとこれまでの改革の成果を維持し、財政規律を高いレベルで堅持するため、自らを律するルールとこれまでの改革の成果を維持し、財政規律を高いレベルで堅持するため、自らを律するルールとこれまでの改革の成果を維持し、財政規律を高いレベルで堅持するため、自らを律するルールと
して、本条例を策定します。して、本条例を策定します。して、本条例を策定します。して、本条例を策定します。
策定にあたっては、厳しい基準を定めた策定にあたっては、厳しい基準を定めた策定にあたっては、厳しい基準を定めた策定にあたっては、厳しい基準を定めた大阪府財政運営基本条例大阪府財政運営基本条例大阪府財政運営基本条例大阪府財政運営基本条例をベースとしました。をベースとしました。をベースとしました。をベースとしました。

策定策定策定策定のののの背景背景背景背景

■■■■社会経済情勢の変化や市の実情に対応した施策を、自主的かつ総合的に実施します。社会経済情勢の変化や市の実情に対応した施策を、自主的かつ総合的に実施します。社会経済情勢の変化や市の実情に対応した施策を、自主的かつ総合的に実施します。社会経済情勢の変化や市の実情に対応した施策を、自主的かつ総合的に実施します。

■■■■将来にわたって健全で規律のある財政運営の確保を図り、市民の福祉を維持向上します。将来にわたって健全で規律のある財政運営の確保を図り、市民の福祉を維持向上します。将来にわたって健全で規律のある財政運営の確保を図り、市民の福祉を維持向上します。将来にわたって健全で規律のある財政運営の確保を図り、市民の福祉を維持向上します。

■■■■社会経済情勢の変化や市の実情に対応した施策を、自主的かつ総合的に実施します。社会経済情勢の変化や市の実情に対応した施策を、自主的かつ総合的に実施します。社会経済情勢の変化や市の実情に対応した施策を、自主的かつ総合的に実施します。社会経済情勢の変化や市の実情に対応した施策を、自主的かつ総合的に実施します。



第５章 特定事業の財政運営

特に財政上の配慮を要する特定事業について、毎年度、収支計画を作成し、公表します。
毎年度の決算にあたっては、進捗状況、事業内容、財政運営の影響額を議会に報告します。

条例条例条例条例のののの主主主主なななな内容内容内容内容

市以外の債務について、真にやむを得ない理由がある場合を除き、損失補償の債務を負担しません。

第２章 規律の確保

財政に関する情報を市民と共有し、分かりやすく公表します。
毎年度、普通会計の財務書類、市の全会計及び第三セクター等を連結した財務書類を作成し、公表します。

第４章 透明性の確保

議会の予算審議や計画的な財政運営の参考にするため、毎年度10年間の中長期試算を策定し、公表します。
公共施設の修繕経費や財政安定化に必要な経費に充てるため、計画的に積み立てます。

第３章 計画性の確保

歳入・歳出歳入・歳出歳入・歳出歳入・歳出 収入の範囲で予算を組み、安定的な財源確保と効率的な予算執行に努めます。

負債負債負債負債
負債の抑制を図るため、地方債の発行の際には、
発行の妥当性と財政運営に与える影響を検討します。

補助金補助金補助金補助金 必要性や効果、金額の適正化等の観点から、必要な金額を精査します。

損失補償損失補償損失補償損失補償
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■財政運営基本条例　大阪府条例と箕面市の対応の主な相違点

項目（府条例）項目（府条例）項目（府条例）項目（府条例） 大阪府版大阪府版大阪府版大阪府版 箕面市の対応箕面市の対応箕面市の対応箕面市の対応 相違する理由相違する理由相違する理由相違する理由

（第８条）
予算執行後に財政収支が改善
した場合の取扱い

・財政調整基金又は減債基金への積立、
　府債の繰上償還などに限定

・基金の積立や突発的な財政需要
　への対応などに活用

（第１４条）
一般財源による基金の積立

・財政調整基金、減債基金等の一部の
　基金を除き、原則禁止

・公共施設の建て替え等に備え、
　計画的に基金を積立

（第１７条）
財政健全化に係る目標設定

・健全化判断比率が早期健全化基準を越
　えないことを目標とし、府独自の財政
　評価指標を予算及び決算時に算定、
　公表

・健全化判断比率が早期健全化基準
　を越えないことを目標とし、健全
　化判断比率を予算及び決算時に
　算定、公表

（第１９条）
財政調整基金の積立目標

・十年以内に達成すべき財政調整基金の
　積立目標を設定

・災害など緊急を要し、必要やむを
　得ない財政需要に備え、必要な額
　を財政調整基金に積立

（第２０条）
決算剰余金の処分

・二分の一を減債基金に、残余を財政
　調整基金に積立

・二分の一を減債基金若しくは財政
　調整基金に積立、残余を補正予算
　や基金積立の財源に活用

（第２３条）
財政リスクに関する情報の
把握と明確化

・財政リスクを伴う事業のうち、財政運
　営に特に大きな影響を及ぼすものにつ
　いて、内容及び程度を検証し、講ずべ
　き措置を検討
・検証の結果及び検討を行った講ずべき
　措置は原則として公表

・複数年にわたり財政上の配慮を要
　すると認められる大規模な事業に
　ついて、条例に「特定事業の財政
　運営」の章を設置
・特定事業は、財源を明確化すると
　ともに、収支計画を毎年公表し、
　進捗状況や財政運営への影響を
　議会に報告

財政運営に特に大きな影響を及ぼす事業につ
いて、財政リスクや財政運営への影響を適切
に管理・公表することが、健全な財政運営に
とって必須であるため、「特定事業の財政運
営」の章を設置した。

（第２４条）
予算編成過程の公表

・予算要求、審査及び査定の結果に関す
　る書類等を公表
　（ホームページにて公表）

・箕面市情報公開条例により対応
国や府の予算は全国や府域全体など広域を対
象としているが、市の予算は、直接に特定の
個人の利害に及ぶものが多いため。

府の規定は、減債基金等の枯渇、府債残高の
増加による起債許可団体への転落など、きわ
めて厳しい状況にある大阪府の固有の財政事
情によるものであるため。
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■財政運営基本条例　大阪府条例と箕面市の対応の主な相違点

項目（府条例）項目（府条例）項目（府条例）項目（府条例） 大阪府版大阪府版大阪府版大阪府版 箕面市の対応箕面市の対応箕面市の対応箕面市の対応 相違する理由相違する理由相違する理由相違する理由

（第２５条）
財務諸表の作成及び公表

・発生主義により経理し、会計別の財務
　諸表を作成
・決算を監査委員の審査に付する際、
　財務諸表を添付
・決算を議会の認定に付する際、参考
　資料として財務諸表を添付
・会計別の財務諸表のほか、全会計及び
　連結財務諸表を作成し、公表

・普通会計及び連結財務諸表を
　作成、公表

府は、独自の会計基準による複式簿記を導入
しているため、それに沿った条例となってい
る。

複式簿記の導入にあたっては、他市比較でき
るよう、会計基準が全国で統一されているこ
とが前提となるが、現状では統一されていな
いため、本市では導入に至っていない。

会計基準が統一されるまでの間は、決算統計
を前提としたモデルにより財務諸表を作成す
る。
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箕面市財政運営基本条例（案） 

 

目次 

第一章 総則（第一条・第二条） 

第二章 規律の確保（第三条―第十二条） 

第三章 計画性の確保（第十三条―第十七条） 

第四章 透明性の確保（第十八条・第十九条） 

第五章 特定事業の財政運営（第二十条―第二十三条） 

第六章 雑則（第二十四条） 

附則 

 

第一章 総則 

 

（目的）  

第一条 この条例は、市が社会経済情勢の変化や市の実情に応じた必要な施策を自主的か

つ総合的に実施するため、市の財政運営に関し、基本となる事項を定めることにより、

健全で規律ある財政運営の確保を図り、もって市民の福祉の維持向上に資することを目

的とする。 

 

（基本理念）  

第二条 市の財政運営は、将来の世代に負担を先送りしないことを基本として、市民の受

益と負担との均衡を図り、財政リスク（市の財政運営に著しい影響を及ぼす危険又はそ

の危険を有する事象をいう。以下同じ。）を管理するとともに、市と大阪府、国、他の地

方公共団体その他の公共的団体又は民間事業者とが分担すべき役割を明確にすることに

より、規律を持って行われなければならない。 

２ 市の財政運営は、中長期的な見通しを持つとともに、予見し難い情勢の変化の際に市

民生活の安定を確保することができるよう、計画的に行われなければならない。  

３ 市の財政運営は、市民の市政への関心及び理解を深め、その信頼を向上させることを

基本として、透明性を確保して行われなければならない。 

 

第二章 規律の確保 

 

（収入と支出との均衡）  

第三条 市の財政運営に当たっては、現在及び将来の市民の負担の公平を図る観点から、

収入の範囲内で支出するものとする。  

２ 予算編成において、収入は、確実に見込まれる妥当な金額を算定するとともに、支出

は、収入の状況を勘案しつつ、市民の福祉の維持向上のために必要であり、及び施策の
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実施の方法が合理的であることを確認の上、市長が別に定める基準により所要額を算定

するものとする。 

 

（財源の確保等）  

第四条 市は、予算を伴う施策を新たに実施しようとするときは、翌年度以降における財

政的な負担に留意し、原則として、当該施策の実施に要すると見込まれる経費に充てる

ための安定的な財源の確保に努めるものとする。  

２ 前項の安定的な財源の確保に当たっては、支出の見直しについて検討するほか、新た

に実施しようとする施策の目的及び内容並びに当該施策により利益を受ける者の範囲を

勘案し、適切な受益者負担を求めること、課税自主権を行使すること等による収入の確

保について検討するものとする。 

 

（市債の発行）  

第五条 市は、市債を発行する場合には、市債を財源として実施する事業の必要性につい

て精査するとともに、市債の元利償還に係る負担の増加が将来における健全な財政運営

を損なうおそれがないよう留意しなければならない。  

２ 地方財政法（昭和二十三年法律第百九号）第五条ただし書の規定により発行すること

ができる地方債又は地方交付税法（昭和二十五年法律第二百十一号）の定めるところに

よりその元利償還に係る経費が普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入さ

れる地方債以外の市債を発行することができるのは、収入の確保及び支出の抑制の取組

を行った上でなお一般財源の額に不足が生じ、当該不足額に充てるためにやむを得ない

場合に限るものとする。  

３ 前項の市債の発行に当たっては、次に掲げる事項を明らかにしなければならない。  

一 当該年度以降の収入の確保又は支出の抑制に係る取組により、当該市債に係る元利

償還に要する財源を確保することができること。  

二 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成十九年法律第九十四号）第三条第

一項に規定する健全化判断比率（以下「健全化判断比率」という。)が同法第二条第五

号に規定する早期健全化基準（以下「早期健全化基準」という。）で定める数値以上の

数値とならない見通しがあること。 

 

（反復継続した単年度貸付の禁止）  

第六条 市長は、市以外の者に対し、単年度貸付（貸付を行う年度中に貸付元金の全額又

は大部分の額の償還を見込んで行う貸付をいう。）を反復し、かつ継続して行わないもの

とする。ただし、確実な金融機関に預託するために行う貸付については、この限りでな

い。 

 

（基金からの借入れの禁止）  
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第七条 市長は、基金に属する現金から借り入れて歳入の不足に充てないものとする。た

だし、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて当該会計年度内に必要となる一時的な

資金に充てることを妨げない。 

 

（事業に伴う損失の防止）  

第八条 市長は、新たに事業を実施しようとするときは、これに伴う財政リスクの把握に

努めるとともに、予算編成の過程において、当該財政リスクの内容を明らかにするもの

とする。  

２ 市長は、実施中の事業又は保有する資産に係る財政リスクに関して、財政上の損失の

発生を予防するために必要かつ適切な措置を講ずるよう努めなければならない。 

３ 市長は、財政上の損失の発生が避け難いと見込まれる場合は、その拡大を防止し、財

政に与える影響を抑制するために、適当な時期において事業の実施に係る手法の変更、

事業の中止その他の適切な措置を講ずるものとする。 

 

（損失補償等の原則禁止）  

第九条 市は、市以外の者の債務に関して、債権者その他の者に対し、あらかじめ損失補

償の債務を負担しないものとする。ただし、債務を負担する必要性、当該市以外の者の

財務状況及び損失補償に係る事業の採算性、補償する損失の範囲、補償の限度額の妥当

性、損失の確定の時期、債務を負担する場合に財政運営に与える影響その他必要な事項

に関し検討を行った結果、やむを得ない理由があると認められる場合に限り、これらの

事項を明らかにした上で、債務を負担することができる。  

２ 前項の規定は、次に掲げる法人の債務についての保証を行う場合に準用する。この場

合において、同項中「損失補償の債務を負担しない」とあるのは「保証しない」と、「債

務を負担する」とあるのは「保証する」と、「損失補償に」とあるのは「債務保証に」と、

「補償する損失」とあるのは「保証する債務」と、「、補償の」とあるのは「、保証の」

と、「損失の確定の時期」とあるのは「他の保証人その他の担保の有無」と読み替えるも

のとする。  

一 公有地の拡大の推進に関する法律（昭和四十七年法律第六十六号）第二十五条の規

定による箕面市土地開発公社の債務についての保証  

二 都市再開発法（昭和四十四年法律第三十八号）第百十六条の規定による市街地再開

発組合の債務についての保証  

三 地方公共団体金融機構法（平成十九年法律第六十四号）第四十一条の規定による地

方公共団体金融機構の機構債券に係る債務についての保証 

 

（費用分担の基本的な考え方）  

第十条 市の事務及び事業（以下「事業等」という。）は、他の当事者又は関係者の権限及

び責任並びに受益の有無及び程度を踏まえ、適切な役割分担のもとで必要な費用が適切
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に負担されることにより、行われなければならない。 

 

（適切な費用分担等のための措置） 

第十一条 市は、国、都道府県及び市町村の適切な役割分担を確保し、又は市町村が地域

の実情を踏まえて自主的かつ自立的に施策を実施するため必要があると認めるときは、

国又は大阪府に対して、国若しくは大阪府が策定する制度若しくは実施する施策に関し

意見を述べ、又は事業に関する費用の分担、市町村の事務に関する義務付けの見直しそ

の他の必要な措置を講ずるよう求めなければならない。 

２ 市は、市以外の者と共同で事業等を実施するために費用を負担する場合は、当該事業

等の透明性の確保及び能率的な実施を図るために、必要に応じて、当該市以外の者又は

関係者に対して当該事業等に関する資料の提出を求め、意見を述べ、又は費用の負担に

関して条件を付するものとする。  

３ 市は、施策の立案又は見直しを行うに当たっては、市域における行政需要、財政の状

況、他の市町村における施策の実施の状況等を勘案し、施策の水準と市民負担の状況と

の均衡を失することのないように努めるものとする。  

４ 市は、事業等により利益を受ける者が特定される場合は、当該者とそれ以外の者との

公平を図る観点から、原則として使用料又は手数料を定め、当該者に適正な負担を求め

るものとする。 

 

（事業等に係る留意事項）  

第十二条 事業等のうち民間が担うことができるものは、民間に委ねることを基本とする。

市が事業等を実施する場合においても、事業等の質の維持向上及び経費の抑制を図るこ

とができるよう、民間の視点を重視し事業等のあり方について不断の見直しを行うもの

とする。  

２ 市は、事業等の実施に当たっては、当該事業等における市と市以外の者との役割分担

及び協働のあり方並びに実施の方法について十分に考慮しなければならない。  

３ 市は、補助金の交付その他の財政的援助を行う場合にあっては、当該財政的援助の目

的を効果的かつ効率的に実現することができるよう、事業主体の自主的な努力を促す制

度とするとともに、当該財政的援助として必要な金額を精査しなければならない。  

４ 市は、透明かつ公正な競争を通じて、事業等が効果的かつ効率的に行われるようにす

るため、可能な限り広い範囲の者に等しく参入の機会を与えるよう努めなければならな

い。 

 

第三章 計画性の確保 

 

(中長期試算の策定等)  

第十三条 市長は、議会における予算の審議及び計画的な財政運営の参考とするため、毎



 

 5 

年度、十年を下らない期間にわたる財政状況に関する試算（以下「中長期試算」という。）

を行い、公表しなければならない。  

２ 中長期試算には、試算に用いた主な前提条件を付記するものとする。  

３ 市長は、市税収入の変動、地方税制度又は地方財政制度の改正、大規模な災害の発生

その他の事由により中長期試算を修正する必要があると認めるときは、これを修正し、

公表しなければならない。 

 

（財政収支の試算）  

第十四条 市長は、当初予算の編成に先立ち、翌年度から一年を下らない期間に係る歳入

及び歳出の概算額を試算し、公表しなければならない 

 

（財政健全化に係る目標の設定） 

第十五条 市の財政運営は、健全化判断比率が早期健全化基準に定める数値以上の数値と

ならないことを目標として、これを行うものとする。 

２ 市長は、当初予算の編成及び決算の公表の都度、健全化判断比率を算定し、公表しな

ければならない。 

 

（基金）  

第十六条 市は、公共施設の修繕又は建替に係る経費その他の財政の安定化のために留保

が必要と認められる経費に充てるため、計画的に基金に積み立てるよう努めるものとす

る。 

２ 市は、災害等の有事の際の支出その他緊急を要し、かつ、必要やむを得ない行政需要

に対応するため、必要と認められる額の資金を財政調整基金に留保するよう努めるもの

とする。 

 

（状況認識の共有等）  

第十七条 市長は、副市長及び部局室長その他市の職員に対し、財政の現況及び将来の見

通し並びに財政運営の目標について周知の徹底を図るよう努めなければならない。 

 

第四章 透明性の確保 

 

（財政状況の公表）  

第十八条 市長は、地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百四十三条の三第一

項の財政に関する事項（以下「財政事情」という。）を毎年六月一日及び十二月一日に公

表するものとする。  

２ 天災その他避けることのできない事故により、前項の期日に公表することができない

ときは、市長は、事故のやんだときから一月以内において、その期日を定め、これを公
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表しなければならない。  

３ 第一項の規定により、六月一日に公表する財政事情においては、前年度十月一日から

同年度三月三十一日までの期間における次に掲げる事項を掲載し、かつ、財政の動向及

び市長の財政方針を明らかにするものとする。  

一 歳入歳出予算の執行状況  

二 市民の負担の状況  

三 財産、市債及び一時借入金の現在高  

四 公営企業の業務の状況  

五 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項  

４ 第一項の規定により、十二月一日に公表する財政事情においては、四月一日から九月

三十日までの期間における前項各号に掲げる事項を掲載し、かつ、前年度の決算におけ

る収支の状況並びに当該決算に基づく健全化判断比率及び地方公共団体の財政の健全化

に関する法律第二十二条第二項に規定する資金不足比率を明らかにするものとする。  

５ 財政事情の公表は、次に掲げる方法で行う。 

 一 箕面市公告式条例（昭和三十五年箕面市条例第六号）第二条第二項及び第三項の規

定に基づき掲示場に掲示して行う方法 

 二 箕面市広報に掲載する方法 

６ 市長は、必要に応じ、財政事情の掲載事項の基礎となる事実及び数字を記載した文書

を、その付表として添付することができる。 

 

（財務諸表の作成及び公表）  

第十九条 市長は、毎年度、次に掲げる財務諸表を作成し、公表しなければならない。 

一 貸借対照表 

二 行政コスト計算書 

三 純資産変動計算書 

四 資金収支計算書 

２ 前項各号の財務諸表は、次に掲げる区分につき作成するものとする。 

一 普通会計に係る財務諸表 

二 普通会計、公営事業会計、市が加入する一部事務組合等を連結した財務諸表 

 

第五章 特定事業の財政運営 

 

（財政上の配慮を要する事業） 

第二十条 住民の福祉の増進に資する大規模な公共施設又は社会基盤施設の整備等であっ

て、複数年にわたり財政上の配慮を要すると認められるもののうち下記に掲げる事業（以

下「特定事業」という。）は、本章の規定により実施するものとする。 

一 北大阪急行南北線延伸特定事業（北大阪急行南北線を千里中央駅から萱野地区まで
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延長し、萱野地区及び船場地区に駅を新設する事業をいう。以下同じ。） 

 

（特定事業の収支計画の公表） 

第二十一条 市長は、特定事業の実施に当たっては、あらかじめ財政運営の影響額を試算

し、当該事業の実施期間中の毎年度に収支計画を策定し、これらを公表しなければなら

ない。 

 

（特定事業の議会への報告） 

第二十二条 市長は、特定事業の実施期間中の毎年度の決算に当たり、当該事業の進捗状

況、前年度に実施した事業内容及び財政運営の影響額を議会に報告しなければならない。 

 

（北大阪急行南北線延伸特定事業の財源の確保） 

第二十三条 北大阪急行南北線延伸特定事業に係る費用（当該事業の実施に伴い発行した

市債の償還のための費用を含む。）は、予算の定めるところにより、国又は大阪府の補助

金等のほか、第一号に掲げる財源をもって賄い、なお不足するときは第二号に掲げる財

源をもって賄うものとする。 

一 競艇事業繰入金（箕面市競艇事業の収入から同事業の円滑な運営に必要な範囲の経

費を差し引いた上で一般会計に繰り入れるその余の資金をいう。以下同じ。） 

二 箕面市北大阪急行南北線延伸整備基金の積立金 

２ 市は、毎年度繰り入れられる競艇事業繰入金が北大阪急行南北線延伸特定事業に係る

その年度の資金必要額を上回るときは、その余剰を箕面市北大阪急行南北線延伸整備基

金に積み立てるものとする。 

３ 市は、第一項の規定による財源が北大阪急行南北線延伸特定事業に係る資金必要額に

満たないときは、箕面市都市施設整備基金の積立金を充てることができる。この場合に

おいて、当該基金から使用した積立金は、当該事業の終了後速やかに競艇事業繰入金か

ら補填するものとする。 

 

第六章 雑則 

 

（委任） 

第二十四条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

附 則 

 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、附則第六項の規定は、北大阪急行南北

線延伸特定事業に係る財源が確保されたとき（当該事業に係る費用の支出が市債の償還
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のみになり、かつ、箕面市北大阪急行南北線延伸整備基金の積立金がその後の当該事業

に要する費用の全額を上回ったときをいう。）で規則で定める日から施行する。 

 

（「財政事情」の作成及び公表に関する条例の廃止） 

２ 「財政事情」の作成及び公表に関する条例（昭和二十三年箕面市条例第十八号）は、

廃止する。 

 

（経過措置） 

３ この条例の規定は、平成二十六年度以後の財政運営について適用する。 

 

（箕面市交通施設整備基金条例の一部改正） 

４ 箕面市交通施設整備基金条例（平成四年箕面市条例第十四号）の一部を次のように改

正する。 

題名を次のように改める。 

箕面市北大阪急行南北線延伸整備基金条例 

第一条中「交通施設の整備」を「北大阪急行南北線の延伸及び関連交通施設の整備」

に、「箕面市交通施設整備基金」を「箕面市北大阪急行南北線延伸整備基金」に改める。 

第六条を次のように改める。 

（処分） 

第六条 基金は、第一条の設置の目的を達成するために必要な財源に充てる場合に限り、

処分することができる。 

 

（みんなの箕面の緑の寄附条例の一部改正） 

５ みんなの箕面の緑の寄附条例（平成二十一年箕面市条例第一号）の一部を次のように

改正する。 

第四条第一項第四号を次のように改める。 

四 箕面市北大阪急行南北線延伸整備基金 

 

（箕面市財政運営基本条例の一部改正） 

６ 箕面市財政運営基本条例（平成二十六年箕面市条例第   号）の一部を次のように

改正する。 

第二十条第一号を次のように改める。 

一 削除 

第二十三条を次のように改める。 

第二十三条 削除 


